
 

どの年度の介護保険料の通知書かを記載しています 

次のページで解説します 

適用している所得段階を月別に記載しています。この通知書の例の場合、

年間をとおして第５段階と判定しています 
 

＜段階が「５」となった理由＞ 

 

 

 

 

 

・本人は住民税非課税で同一世帯の家族は住民税課税  

・本人の年金収入額と合計所得金額                     第５段階 

┗ 1,264,127 円＋0 円＝1,264,127 円        （年間 72,000 円） 

 

 

※転入または転出、年度の途中で 65 歳になった、死亡した場合は、介護

保険料が発生する月にのみ所得段階の数値が記載されます 

 

 
 

  6 月中に転出や死亡した場合の記載例 

お問い合わせの際は  

・被保険者番号  

・被保険者氏名 をお伝えください 

口座情報の記載があり、【保険料額】の【普通徴収（円）】に

記載がある場合は、記載の口座から【普通徴収（円）】分を

振り替えます 

  

※振替日は【普通徴収の場合の納期限】に記載の各日付で

す。残高不足にご注意ください。 

通知書に記載されている年度の

年間保険料です 

この通知書の例の場合、10 月、12 月、２月の年金支給時

に、それぞれ 12,000 円ずつ年金から天引き（特別徴収）

することを記載しています 

 

※次年度の４・６・８月の年金天引き額はこの通知書記

載の 2 月分の天引き額と同額になります 

この通知書の例の場合、令和６年７月 31 日と令和６年

９月２日、令和６年 9 月 30 日の各日までに 12,000 円ず

つ納付書もしくは口座振替をする必要があることを記載

しています 

次のページで解説します 



 

 

 

 

 

 

決定理由 7 月上旬に送付する決定通知書には「確定賦課」と記載されます 

（年度途中に送付される変更通知書には、変更理由を記載しています《例：転入、65 歳到達、転出、死亡、所得更正など》） 

徴収方法 特別徴収 保険料を年金から天引きされるかたの徴収方法です。支払に関する手続きは不要です。 

普通徴収 保険料を同封の納付書で支払が必要なかたの徴収方法です。口座振替手続きがお済みのかた（※）には納付書を同封していません。 

特別徴収（普徴併用） 年金からの天引きのほか、別途同封の納付書での支払が必要なかたの徴収方法です。口座振替手続きがお済みのかた（※）には納付書を同封していません。 

普通徴収（特徴中止） ４月以降に介護保険の資格喪失（転出・死亡）されたかたや、4 月から 8 月までの年金天引きで年間保険料をすべて天引きされたかたの徴収方法です。  

通知書内の「保険料額」欄にある「普通徴収（円）」の項目に金額が記載されていなければ、支払に関する手続きは不要です。 

（※）口座振替の日は各期の「普通徴収の場合の納期限」欄に記載されている各日付になります。 

特別徴収義務者 
年金からの天引き（特別徴収）があるかたについて、どの年金から天引きされるかを記載しています。 

特別徴収対象年金 

 

 

 

合計所得金額 収入から必要経費に相当する金額を控除した金額で、基礎控除や扶養控除、医療費控除などの所得控除をする前の金額です。また、土地・建物の譲渡所得がある場合は、この合計所得金

額から特別控除額を差し引いた金額となります。  

（※）所得の内訳などについては、税務課へお問い合わせください。  

  

★合計所得金額に関する特例★  

＜第１～５段階のかた＞  

合計所得金額に「給与所得」が含まれる場合、給与所得の金額から 10 万円を控除（控除後の金額が 0 円を下回る場合、0 円）。  

（※給与所得の金額が租税特別措置法第 41 条の 3 の 3 第 2 項に該当する場合、所得金額調整控除前の金額）  

年金収入額 前年 1～12 月の間の公的年金の収入額(額面)です（遺族年金や障害年金などの非課税年金は含みません）。  

年金機構や企業年金組合などから支給される前年分の源泉徴収票で金額を確認できます。 

本人の課税状況 通知書に記載されている年度の被保険者本人の個人住民税が「課税」か「非課税」かを記載しています。 

世帯の課税状況 同じ世帯のかたの通知書に記載されている年度の個人住民税が「課税」か「非課税」かを記載しています。 

老齢福祉年金 明治 44 年 4 月 1 日以前に生まれた人などで、一定の所得がない人や、他の年金を受給できない人に支給される年金です。 

その他の事由 生活保護受給者の場合に記載されます。 


